
議案第５９号 

米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

 米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定することについて議会の議決を求める。 

 

  平成３０年６月４日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

 

提案理由 

 地区計画に定めた区域の整備・開発および保全の方針を実現するに当たり、建築基準法（昭

和25年法律第201号）第68条の２第１項の規定に基づき建築物の制限を行う必要があるため、こ

の案を提出するものである。 

 

  



米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例 

 

米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成22年米原市条例第27号）

の一部を次のように改正する。 

 

別表第１に次のように加える。 

高溝六味古地区地区整

備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された彦根長浜都市計画高

溝六味古地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域 

中多良西地区地区整備

計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示された彦根長浜都市計画中

多良西地区地区計画の区域のうち、地区整備計画が定められた区域 

別表第２の３ 顔戸西川地区地区整備計画区域の表および別表第２の４ 顔戸琵琶田地区地

区整備計画区域の表中「建築基準法施行令第135条の21各号のいずれかに該当する場合はこの限

りでない」を「外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物または建築物の部分が建築

基準法施行令第135条の21各号のいずれかに該当する場合は除く」に改め、同表に次のように加

える。 

５ 高溝六味古地区地区整備計画区域 

地区

区分 

制限 

高溝

六味

古地

区 

建築物の用途の制限 次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築し

てはならない。 

(１) 法別表第二(い)の項第１号（長屋を除く。）、

同項第２号および同表(ろ)の項第２号に規定す

る建築物 

(２) 前号の建築物に付属するもの 

建築物の容積率の最高限度 10分の10 

建築物の建蔽率の最高限度 10分の６ 

建築物の敷地面積の最低限度 200m２。ただし、隅切した敷地は180m２とする。 

建築物の壁面の位置の制限 建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から道路境

界線または隣地境界線までの距離を1.0m以上とする。

ただし、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある



  建築物または建築物の部分が建築基準法施行令第135

条の21各号のいずれかに該当する場合は除く。 

建築物の高さの最高限度 10m 

建築物の各部分の高さ 当該部分から前面道路の反対側の境界線または隣地

境界線までの真北方向の水平距離に1.25を乗じて得

たものに５mを加えたもの以下とする。 

６ 中多良西地区地区整備計画区域 

地区

区分 

制限 

中多

良西

地区 

建築物の用途の制限 次の各号に掲げる建築物以外の建築物は、建築し

てはならない。 

(１) 法別表第二(い)の項第１号、同項第２号、同

項第３号および同表(ろ)の項第２号に規定する

建築物 

(２) 前号の建築物に付属するもの 

建築物の容積率の最高限度 10分の20 

建築物の建蔽率の最高限度 10分の６ 

建築物の敷地面積の最低限度 200m２。ただし、隅切した敷地は180m２とする。 

建築物の壁面の位置の制限 建築物の外壁またはこれに代わる柱の面から道路境

界線または隣地境界線までの距離を1.0m以上とする。

ただし、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある

建築物または建築物の部分が建築基準法施行令第135

条の21各号のいずれかに該当する場合は除く。 

建築物の高さの最高限度 12m 

建築物の各部分の高さ 当該部分から前面道路の反対側の境界線または隣地

境界線までの真北方向の水平距離に1.25を乗じて得

たものに５mを加えたもの以下とする。 

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



米原市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例新旧対照表（改正理由） 

改正後 現 行 改正理由 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）  

名称 区域 

略 

顔戸琵琶田地区地

区整備計画区域 

略 

高溝六味古地区地

区整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示さ

れた彦根長浜都市計画高溝六味古地区地区計

画の区域のうち、地区整備計画が定められた

区域 

中多良西地区地区

整備計画区域 

都市計画法第20条第１項の規定により告示さ

れた彦根長浜都市計画中多良西地区地区計画

の区域のうち、地区整備計画が定められた区

域 
 

名称 区域 

略 

顔戸琵琶田地区地

区整備計画区域 

略 

 

 

 

 

 

・都市計画法の規定に基づき新たに

都市計画を決定したことに伴い、

改正する。 

別表第２（第５条～第11条関係） 別表第２（第５条～第11条関係）  

１・２ 略 １・２ 略  

３ 顔戸西川地区地区整備計画区域 ３ 顔戸西川地区地区整備計画区域  

地

区

区

分 

制限 

顔

戸 

略 

建築物の壁面の位置の 建築物の外壁またはこれに代わる柱 

地

区

区

分 

制限 

顔

戸 

略 

建築物の壁面の位置の 建築物の外壁またはこれに代わる柱 

 

 

 

 

 

 



西

川

地

区 

制限 の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、外壁の後退距離の限度に満た

ない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第135条

の21各号のいずれかに該当する場合

は除く。 

略 
 

西

川

地

区 

制限 の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、建築基準法施行令第135条の2

1各号のいずれかに該当する場合は

この限りでない。 

略 
 

 

 

・都市計画法の規定に基づき都市計

画を変更し、文言を改めたことに

伴い、改正する。 

 

４ 顔戸琵琶田地区地区整備計画区域 ４ 顔戸琵琶田地区地区整備計画区域  

地

区

区

分 

制限 

顔

戸

琵

琶

田

地

区 

略 

建築物の壁面の位置の

制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱

の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、外壁の後退距離の限度に満た

ない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第135条

の21各号のいずれかに該当する場合

は除く。 

略 
 

地

区

区

分 

制限 

顔

戸

琵

琶

田

地

区 

略 

建築物の壁面の位置の

制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱

の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、建築基準法施行令第135条の2

1各号のいずれかに該当する場合は

この限りでない。 

略 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市計画法の規定に基づき都市計

画を変更し、文言を改めたことに

伴い、改正する。 

 

５ 高溝六味古地区地区整備計画区域   

地 制限  ・都市計画法の規定に基づき新たに



区

区

分 

 

高

溝

六

味

古

地

区 

建築物の用途の制限 次の各号に掲げる建築物以外の

建築物は、建築してはならない。 

(１) 法別表第二(い)の項第１号

（長屋を除く。）、同項第２号

および同表(ろ)の項第２号に規

定する建築物 

(２) 前号の建築物に付属するも

の 

建築物の容積率の最高

限度 

10分の10 

建築物の建蔽率の最高

限度 

10分の６ 

建築物の敷地面積の最

低限度 

200m２。ただし、隅切した敷地は180m

２とする。 

建築物の壁面の位置の

制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱

の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、外壁の後退距離の限度に満た

ない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第135条

の21各号のいずれかに該当する場合

は除く。 

都市計画を決定したことに伴い、

改正する。 



 建築物の高さの最高限

度 

10m 

建築物の各部分の高さ 当該部分から前面道路の反対側の境

界線または隣地境界線までの真北方

向の水平距離に1.25を乗じて得たも

のに５mを加えたもの以下とする。 
 

６ 中多良西地区地区整備計画区域   

地

区

区

分 

制限 

中

多

良

西

地

区 

建築物の用途の制限 次の各号に掲げる建築物以外の

建築物は、建築してはならない。 

(１) 法別表第二(い)の項第１

号、同項第２号、同項第３号お

よび同表(ろ)の項第２号に規定

する建築物 

(２) 前号の建築物に付属するも

の 

建築物の容積率の最高

限度 

10分の20 

建築物の建蔽率の最高

限度 

10分の６ 

建築物の敷地面積の最

低限度 

200m２。ただし、隅切した敷地は180m

２とする。 

 ・都市計画法の規定に基づき新たに

都市計画を決定したことに伴い、

改正する。 



 建築物の壁面の位置の

制限 

建築物の外壁またはこれに代わる柱

の面から道路境界線または隣地境界

線までの距離を1.0m以上とする。た

だし、外壁の後退距離の限度に満た

ない距離にある建築物または建築物

の部分が建築基準法施行令第135条

の21各号のいずれかに該当する場合

は除く。 

建築物の高さの最高限

度 

12m 

建築物の各部分の高さ 当該部分から前面道路の反対側の境

界線または隣地境界線までの真北方

向の水平距離に1.25を乗じて得たも

のに５mを加えたもの以下とする。 
 

   

 

 


